
 

６．第２回四日市環境再生まちづくりシンポウム 
 
月日／会場  05年 7月 24日（日） 総合会館 ８階視聴覚室 
 
基調講演（室崎益輝氏／独立行政法人消防研究所理事長） 
「巨大地震と石油化学コンビナート－防災のまちづくりに、いま何が求められているか」 
 
パネル討論（室崎益輝氏、木本雅仁氏／三重県防災危機管理局、後藤善博氏／四日市市防

災対策課、宮本憲一氏／大阪市立大学名誉教授） 
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1

巨大地震と
石油化学コンビナート
防災のまちづくりに、いま何が求められているか

消防研究所

室崎益輝

2

はじめに・・減災の視点

悲観的に想定して、楽観的に準備する

非常を考え日常を正す、日常を見て非常を測る

30日後に備えつつ、30年後にも備える
災害の危険性とともに、減災の可能性を知る

3

被害の想定・・予測をいかにするか

敵を知り己を知れば、百戦危うからず

・・防災の原点は、災害像を的確にイメージすること

被害の量とともに質を予測する

・・低頻度巨大災害では、未経験の現象が起きる

・・社会情勢の変化を読み取り、対策に反映させる

被害想定の限界性を知る

・・量的予測では、誤差が極めて大きい

・・質的予測では、予測の見逃しが多い

4

過去の地震災害から推測する

過去の被災事例に学ぶ

液状化やスロッシング現象

タンク座屈、配管離脱、防油堤破損

ガス漏洩やタンク火災

新潟地震(1964)、宮城県沖地震（1978）、
日本海中部地震(1983)、兵庫県南部地震（１９９５）、
十勝沖地震(2003)など

その都度､基準が改善され、対策が強化されているが・・・

5

過去の地震災害から推測する

阪神･淡路大震災に学ぶ
被害は震度の割に軽微であった

ガソリンスタンドなどほぼ無被害

災害の個別性や地域性に着目
１）直下型の地震
２）事業所の耐震改善の効果
３）消防の広域支援の効果
４）市街地との位置関係

6

日常の事故事例から推測する

日常の状況から推測する

最近の事故事例

危険物災害の動向

平成6年以降、危険物施設の事故が増えている
施設の老朽化、保守管理の不徹底などが原因
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7

地震被害想定から推測する

東海地震等の海溝型地震

地震動は弱く、津波高さも低い、が・・
やや長周期の地震動

液状化や側方流動

津波も侮れない

桑名断層群等の直下型地震

発生の確率は低いが・・・

震度７の激しい揺れ

被害の態様は、加害力と防御力のバランスで決まる

8

石油コンビナート地域の地震対策

低頻度の災害、不確実な災害、予見できない災
害に、どう備えるか？

⇒公衆衛生的な対策と都市計画的な対策

災害に強い事業所づくり・・危機管理システム

情報公開、防災教育、信頼関係など

災害に強いまちづくり・・緩和緩衝システム

緩衝緑地、安心ネット、環境共生など

9

石油コンビナート地域の地震対策

予防医学的対策

装置や装備、施設の耐震診断・補強

日常時の防災管理と保守保安の徹底

緊急医学的対策

高性能の耐震・防災資機材の導入

自衛消防組織と自主防災組織と防災ボランティア組織

公衆衛生的対策

「環境共生型＋危機管理型」社会の構築

安心につながるまちづくり
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２）パネル討論（室崎益輝氏、木本雅仁氏／三重県防災危機管理局、後藤善博氏／四日市

市防災対策課、宮本憲一氏／大阪市立大学名誉教授） 

 
（土井妙子（2006）「第 2 回 四日市環境再生まちづくりシンポジウム――防災のまちづ
くり」『環境と公害』35 巻 3 号, p. 68 ） 

 

2005年 7月 24日（日）午後、四日市市総合会館において「四日市環境再生まちづくり
プラン検討委員会」が主催する、表題の会が開催された。すでに遠藤宏一副代表（南山大

学教授）が紹介したとおり 1)、同会は 2004 年 7 月、日本環境会議と四日市再生「公害市
民塾」、四日市市職員労働組合、中部の環境を考える会らによって、新たなまちづくり案を

策定しようと発足した。今回は「防災のまちづくり」をテーマに、発足 1周年にあたって

開催され、市民や研究者ら約 100名が参加した。 
四日市市は、1959 年の伊勢湾台風時に 115 名もの死者を出した被災経験をもつ。加え

て、市内臨海部のコンビナート工場は、居住地域と隣接しているにもかかわらず、過去、

多数の爆発事故や火災を発生させてきた。市にとって防災問題は、一層身近で切実である。 

当日は、寺西俊一一橋大学教授と大久保規子大阪大学教授の司会・進行のもと、まず、

室崎益輝独立行政法人消防研究所理事長により「巨大地震と石油化学コンビナート――防

災のまちづくりをめざして」と題した基調講演が行われた。続いて、遠藤副代表の進行に

よるパネル討論「四日市の環境再生と防災のまちづくりをめざして」が行われ、室崎氏、

木本雅仁氏（三重県防災危機管理局）、後藤善博氏（四日市市防災対策課）、宮本憲一検討

委員会代表（大阪市立大学名誉教授）が登壇した。 
まず、基調講演において、室崎氏は、防災のためには災害の危険性を十分に知り、同時

に「減災」の視点をもつことが大切だという。専門家の被害想定には残念ながら限界があ

るが、被害の質と量を過去の地震災害事例や日常の事故事例から推測し、防災像をイメー

ジすることで「減災」は可能であるという。「悲観的に想定して、楽観的に準備」し、被害

を減ずる努力が必要である。 
パネル討論において、宮本代表は、自身の阪神淡路大震災の調査から、被害は公害と同

様、生物的、社会的弱者に集中すると述べた。復興事業では、住民の生活面を保障する取

組みよりも、産業活動の再生・発展が優先された。はたして、神戸空港や石炭火力発電所

建設、さらには神戸経済の内発的発展とはいい難いメディコポリスを中心とした開発は成

功するだろうかと疑問を呈した。以上をふまえて、今後の自治体の防災政策は、基本的人

権の確立や環境と調和した社会の実現をめざしたサステイナブル・コミュニティづくりの

一環として考えるべきだとした。具体的には、まず、地域防災計画の策定と速やかな実行

を求めたいという。地域防災拠点整備や民間住宅の耐震補強整備を行ったり、災害危険予

想図を住民に配布したりといった地道なとりくみを徹底させることが必要であると述べた。 

79



 
 

両氏の包括的な議論を受けて、地元行政担当者からは、実際的な防災行政の説明や地震

の際の被害予測が紹介された。県の木本氏は、県の地震防災行政の基本として、東海・東

南海・南海地震への対応を説明した。過去、巨大地震の際には、高さ 10 メートルを越え
る津波が熊野灘や志摩で発生した。現在、東海地震はいますぐおきても不思議ではない時

期にあるという。このため、災害発生時の人的物的被害に関する詳細な予測がなされてお

り、四日市における被害予測を具体的に紹介された。 
市の後藤氏は、阪神淡路大震災の際、予想外の被害にほとんどの人が適切に対処できな

かった事例を挙げ、災害にうまく対応するには、定期的な訓練しかないと述べた。災害に

強いまちづくりを目指す市では、①ひとづくり事業として、成人や児童・生徒を対象に、

防災大学や防災出前講座の開催、②組織づくり事業として、自主防災組織や地区防災組織

の設立・活性化と資機材提供などの事業を行っているという。 
このほか、市の後藤氏、司会の大久保氏や会場の参加者からは、4 月に起きた JR 尼崎

事故の話題が出され、近年の経済状況の悪化によって安全面のコストが軽視されている例

ではないかと懸念する発言があった。 
現在、四日市市のコンビナートは、工場の老朽化問題や敷地内の緑地面積率の緩和問題

など、防災面において新たな不安材料を抱えている。安心して住めるまちづくりにむけ、

防災面への十分な配慮を望みたい。 
 
注 
1) 遠藤宏一（2005）「「四日市環境再生まちづくり検討委員会」がめざすもの」『環境と
公害』34巻 3号，pp. 29-32．
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７．第５回まちづくり市民講座・政策調査研究会 
 
月日／会場  05年 10月 16日（日） 本町プラザ １階ホール 
 
ビデオ上映「大矢知の不法・産廃処分場」 
報告 （畑明郎氏／大阪市立大学大学院教授） 

「廃棄物処理・処分の問題点と課題」 
報告 （米屋倍夫氏／元化学会社技術担当役員） 

「三重県の一般廃棄物処理の問題点と課題」 
報告 （大久保規子氏／大阪大学教授） 

「廃棄物法制の課題」～不法投棄対策を中心として～」 
パネル討論（司会・山下英俊氏／一橋大学講師） 
 
 
１）ビデオ上映 大矢知の不法・産廃処分場 
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２）報告 （畑明郎氏／大阪市立大学大学院教授） 廃棄物処理・処分の問題点と課題 
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